
 

 

EU 一般データ保護規則（GDPR）に対する誤解を解く 

～初歩から学ぶ GDPRと、EU域外にある事業者の現実的な対応～ 

 2018 年 5 月に EU 一般データ保護規則（GDPR）が発効しましたが、EU 域外

にある事業者であっても GDPR に抵触した場合には 2,000 万ユーロ又は全世界年

間売上高の 4％のいずれか高い方を上限とする多額の制裁金を課せられるおそれが

あることから、日本においても EU 域内から個人データを一切受領してはいけない

と過剰反応されている事業者もいる一方で、発効後も何らの対応もせずに現実から目

を背けている事業者もいます。 

 実際に、2018 年６月に日本で最初の GDPR 抵触事案として報道された、ファス

トブッキング社によるプリンスホテル等の宿泊者情報の漏洩事案においても、GDPR 

に抵触しているか否かの判断について各ホテル事業者の対応も異なっており、実務に

おいて混乱がみられるところです。 

 そもそも GDPR の狙いは、ＧＡＦＡ（Google, Apple, Facebook, Amazon）の

台頭とグローバルなデータローカライゼーションの流れを背景とした政策的なもの

あって、日本企業に対して域外適用の規制が及ぶ場合は限定的ですが、GDPR の狙い

を正確に理解した上で、自社の事業における抵触リスクを適切に評価して最低限度の

対応をとることは重要です。 

 今回は、GDPR 対応の実務を取り扱う弁護士に、GDPR について基本から解説い

ただくとともに、GDPR に関する誤解を解消して現実的な対応を行うためのポイン

トについてお話いただきます。 

 

日 時： ２０１９年 2 月８日（金） 

セ ミ ナ ー： １８：００～２０：００   懇 親 会： ２０：００～  

場  所： 柳野国際特許事務所（大阪市淀川区宮原 1丁目１５－１ ノスクマードビル） 

参 加 費： ５,０００円 （セミナーのみの場合 ３,０００円） 

問い合わせ先： ０６－６３９４－４８３１ （柳野嘉秀まで） 

申込フォーム： 柳野国際特許事務所HP→［当事務所について］→［セミナーのご紹介］より 

 (http://www.yanagino.com/yanagino/office/seminor.html) 

 

講演者：弁護士法人第一法律事務所 パートナー弁護士 福本 洋一 氏 

2002 年同志社大学大学院・博士課程前期修了、03 年弁護士登録。 

JIPDEC の「IT-Report2016 Winter」にて「海外における個人 

情報保護の取組みと日本の事業者に及ぼす影響」（2016 年 12 月 

15 日発行）を執筆するなど、IT や情報管理に関する法務に精通。 

 

第９回 海外ビジネス研究会 

http://www.yanagino.com/yanagino/office/seminor.html

